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リハビリテTション医療は,基本的動作能力の回復等

を目的とする理学療法や,応用的動作能力t社会的適

応能力の回復等を目的とした作業療法,言語聴覚能力

の回復等を目的とした言語聴覚療法等の治療法より構

成され,いずれも実用的な日常生活における諸活動の

実現を目的として行われるものである。



リハビリテTシヨンとチニムアプロTチ

1.疾病,負傷等により,運動・感覚・認知機能が損傷され,日

常生活活動や社会参加が損なわれた者に対し,最大限の機

能回復を引き出し,社会復帰を支援するためリハビリテーシヨ

ンチニムによって全人的アプロニチを行う8

2.医師の指示の下、カンフアレンス等による治療方針の徹底を

行い、それぞれの専門性の中で評価やプログラムの立案を

行う:しかし、全人的な目標を達成するためには他職種との

密接な連携が重要であり,3職種間は言うまでもなく,その他

の職種とも連携を行う。

カンフアレンスを軸にした情報共有と連携 (入院の例 )
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入院の流れ
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リハビリテーションチームの連携の流れ (入院の例 )
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リノヽビリ分野でのカンフアレンス

チニムアプローチはリハビリテーション医療においては

必然であり,すでに連携の実績がある。

連携の目的は,質の高い医療を提供することであり,

連携の要はカンファレンスである。

カンファレンスの有効性が立証されているが、現状で

は単位取得 (収益)が優先され,次第に開催が困難に

なっている(理学療法白書から)。

適切なチーム連携を進めるために,カンファレンスを実

施するための環境を整備する必要がある(相応の保険

点数を設置する等)。



チーム医療推進のための教育

1:臨床実習前におけるチTム医療の教育
すべての医療職教育にあたつて、チーム医療に関す

る授業を必須とすること

2日 臨床実習におけるチーム医療の実践

臨床実習の間にチニム医療を経験させると共にチー

ム医療に関する実践的概念整理をさせるような臨床

実習を行う事

3。 卒後研修におけるチ丁ム医療の推進

医療専門職集団は卒後研修の一環としてチーム医療

の研修を行う事

関連職種連携実習の導入

目的

各学科学生が臨床現場において,患者・利用者中心のサ
ニビス

提供を協働して行うことを通じて,関連職種連携のあり方を学ぶ。

実習内容

看護師,理学療法士,作業療法士,言語聴覚士,MSW等の

複数学科の学生がチームを組み,病院・施設にて実習を行う。

1症例を担当し,情報の発信と受信,評価,サービス計画立案を

行う。

実習の効果

学生のうちから,他職種への理解,連携のイメージをつけること

ができ,チーム医療推進のために重要である。



専門職独自の

その他の連携

理学療法士

可.予防理学療法

生活習慣病,転倒,介護予防等の予防活動を保健師や栄

養士等と連携し実効あるものにする。    |
2.急性期理学療法

医師・作業療法士口言語聴覚士・Msw・ 心理判定員等との連
携により早期離床日早期退院へのリハビリ医療を推進する。

3.回復期理学療法 ‐
医師・看護師・リハビリ関連職種との連携により自宅復帰ヘ

のアプローチを行う。また,地域との連携も重要となる。

4.生活期理学療法

医師・ケアマネジャー・看護師・介護職・リハビリ関連職種と
の連携により居宅患者の生活を支持する。
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作業療法の適応と範囲
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作業療法からの意見

○ 社会復帰,主体的な生活の獲得を目指す作業療法

では、生活移行,定着を目標とする支援が主である。

そのため医療,介護、福祉等,幅広い連携が必須で

ある。(医療チームのみでは完結しない)

○ また,対象とする利用者は疾患,障害,社会的背景

等,様々であり,チームの目標,構成,支援内容も多

様である。

O従 つて,チーム医療推進のための方策を策定する
にあたつては,チーム医療の現状を:まず,調査する

必要がある。特に,精神科のリハ,発達障害児のリハ

にういては,障害特等を考慮する必要がある。

○ ガイドライン策定は上記理由で困難と考える。本年度は

作成の為の手順を示し,引き続き,本委員会の継続を望む
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Environmental factors

環境因子
Personal factors

個人因子

疾患、障害は間わず、全ての生活障害に対応

●

●

●

移動,食事,排泄などのADL O福祉用具
家事,出等の:ADL  ●退院後の住環境への適応
職業関連活動  ●発達障害,高次脳機能へのリハ



言語聴覚
脳血管疾患領域 :失語症,高次脳機能障害:構音障害,喋下障害などの訓

練を行う。リハビリテーション医,看護師,その他メディカルスタッフと連携する。

聴覚障害領域 :補聴器・人工内耳の調整,言語訓練,家族,幼・保育園,学

校への指導・助言などを行う。耳鼻咽喉科医,小児科医,保育士,小・中日高

教員などとライフステージに沿つて連携する。

音声障害領域 :耳鼻咽喉科医と連携し,評価と治療方針の決定,音声治療を

行う。

言語発達障害領域 :脳性麻痺,自開症,ダウン症などの知的障害や学習障
′

害,注意欠陥/多動性障害などの発達障害の小児が対象である。言語ロコミュ

ニケーション訓練,家族,学校への指導・助言などを行う。小児科医,耳鼻咽

喉科医',保育士,小・中日高教員などとライフステージに沿つて連携する。

構音障害 (口蓋裂):構音や手術・補綴装置適応の評価を行い,訓練を行う。

小児科医,日腔外科医,耳鼻咽喉科医,保育士:小日中日高教員などとライフ

ステージに沿つて連携する。
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